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一般病院における死後CT検査の社会的問題点
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抄 録
我が国のCT（ComputedTomography）保有台数は現在，全世界の約3分の1を占めており，近年，

生体のみならず死後画像撮影のためにもCT装置が用いられるようになった．それと同時に，法医学教
室等に設置された死体専用CT装置のみならず，一般病院に設置された生体用CT装置も，各都道府県
警察の依頼により，診療時間外等に死後CT検査に利用されるようになってきている．しかし，当該一
般病院の受診患者に対し，そのCT装置が死後画像診断にも利用されていることはほとんど認識されて
いない．そこで本研究では，死後CT検査に関する一般市民の認識等につき，インターネットを用いた
質問紙調査を実施した．一般病院で死後CT検査が実施されていることは，一般市民の13％しか知らな
いことが明らかとなった．そして，一般病院において患者用のCT装置を死体に用いる場合に，病院を
利用する患者にそのことを明示する必要があるかについては，必要とする市民が半数以上存在した．患
者の精神的影響も考え，現在，死後CT検査を実施している一般病院は，その事実の告知の必要性につ
き，早急な検討を行うことが望まれる．
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Abstract

Currently,Japanusesaboutonethirdoftheworld’sCT（ComputedTomography）machinesforclinical
use.Underthesecircumstances,JapanesepoliceauthoritiesstartedrequestingthatCTscannersused
withlivingpatientsalsobeusedtoconductpost-mortemCTimaginginlocalhospitals.However,most
patientsareunawarethatCTscannersusedtoconductpost-mortemimagingareusedwithliving
patients,becausepoliceauthoritiesbringpost-mortemcasestothehospitalsduringthenightwhen
patientsarenotpresent.Therefore,weconductedsurveyresearchwhetherpatientnotificationis
necessaryornot.AnInternet-basedquestionnairewasadministeredtothegeneralpublicaskingfor
thoughtsontheuseofCTmachinesonbothlivepatientsandonhumanremains.Asaresult,only13％
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我が国のCT（ComputedTomography）保有
台数は現在，全世界の約3分の1を占めている１）．
また，人口100万人あたりの台数も世界最多で
あり，2位のオーストラリアの2倍以上である１）．
このような事情を背景として近年，死因究明の
精度向上等を目的として，死後画像撮影のため
にもCT装置が用いられるようになり，我が国
でも2006年に千葉大学法医学教室において初
めて，死後CT検査が開始された２）．その後，我
が国における解剖医数の不足，そして異状死体
数の増加等により，死後CT検査は年々実施件
数が増加し，法医学教室等に設置された死体専
用CT装置のみならず，一般病院に設置された
生体用CT装置も，各都道府県警察の依頼によ
り，診療時間外等に死後CT検査に利用される
ようになってきている．しかしながら，当該一
般病院の受診患者に対し，そのCT装置が死後
画像診断にも利用されていることはほとんど告
知がなされておらず，またそのための規制や法
令等も整備されていないのが現状である．実際
にも，先述の千葉大学法医学教室において死後
CT検査が開始された直後，同大学附属病院の
受診患者の一部から，「生体用CT装置を死体の
撮影にも用いるのは中止すべきである．」との声
が当時寄せられ，生体用CT装置を死後CT検査
に用いることに心理的抵抗感を有する市民が少
なからず存在することが推測された．そこで当
教室では，一般病院が病院内に設置された生体
用CT装置を死因究明のための死後CT検査に
利用する場合に，当該病院を受診する方々にそ
の旨の告知を行うべきか等につき，インター
ネットを用いた質問調査を実施した．その結果
より，一般病院での死後CT検査に関する問題
点を考察した．

方法は，インターネットを用いた質問紙調査
法によった．具体的には，株式会社ミクシィ・
リサーチの既登録モニター（約430万人）を対
象に，インターネットのホームページ（フォー
ム）からモニターが直接回答する形式によった

（2014年5月13日実施）．アンケートは全モニ
ターに一斉配信され，先着500名（男性258名，
女性242名）の結果を解析した．
「死後CT検査が，一般病院内の生体（患者）用
CTでも行われていることを知っているか」との
質問に対しては，「はい：13.0％，いいえ：87.0％」
との回答が得られ，一般病院で死後CT検査が
実施されていることは，一般市民にはほとんど
知られていないことが明らかとなった．これ
は，一般病院では死後CT検査は通常の診療時
間外に行われるのが一般的であること，遺体が
ビニール袋等に入れられて院内に搬入されるた
め，病院関係者以外にはほとんど気づかれない
こと，病院側が意図的に一般患者の目に触れな
いようにしていること等が理由として考えられ
た．
続いて，「一般病院において患者用のCT装置

を死体に用いる場合に，病院を利用する患者に
そのことを明示する必要があると思うか」との
質問に対しては，「はい」と「いいえ」の回答は
ほぼ半数ずつで拮抗していて，「はい」が過半数
を少し超えた51.6％であり，「いいえ」との差は
3.2％であった．今回の調査はインターネット
へのアクセスを要するため，回答者の年齢は30
～40歳代が中心であったが，実際に一般病院を
利用している年齢層はより高くなると予想され
る．そのような層を対象に改めて意識調査を実
施した場合には，告知の必要性はさらに高まる
のかもしれない．
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knewthatpostmortemCTimagesaretakenatlocalhospitals,withCTmachinesalsousedwithpatients.
Inaddition,Morethanhalfthoughtthathospitalsshouldinformtheirpatientsoftheuseofpatients’
CTmachinesforpostmortemexaminations.Inconclusion,localhospitalsshouldpayimmediateattention
tothisethicalissuewhetherpatientsshouldbeinformedthatpostmortemexaminationsareperformed
bythehospitalusingCTscannersforlivingpatients.

KeyWords:Post-mortemCTexamination,Post-mortemexaminationInternet-basedquestionnaire，
Dutytodisclose.



結 語

今回のインターネット質問紙調査により，死
後CT検査自体の認知度の低さに加えて，一般
病院内の生体（患者）用CTで死後CT検査が
行われていることが，一般市民にほとんど知ら
れていない現状が明らかになった．と同時に，
もしその実状を知っていた場合にはその事実
を，当該病院を受診する患者に告知すべきと考
える割合は，わずかではあるが半数を超えてい
た．少なくとも半数以上の一般市民が，告知が
必要であると考えている事実は重く受け止める
べきであると考える．
幸い京都では，京都府立医科大学と京都大学

に死体専用のCT装置が設置されている．1道
府県で2台もの死体専用CT装置が設置されて
いる県は非常に珍しく，少なくとも3000体の異

状死体を2大学のCT装置で撮影する余力は十
分あることから，できれば専門の施設にて撮影
するべきと考えられた．

開示すべき利益相反状態はない．
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